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Ⅰ．補装具真に関する基準（案）について  

1補装具真に関する基準の位置づけ   

現行においては身体障害者福祉法及び児童福祉法に基づき補装具の種目及び  

交付又は修理に係る受託報酬の額等に関する基準を定めていたが、平成18年  

10月より障害者自立支援法に基づき、補装具の種目、購入又は修理に要する  

費用の額の算定等に関する基準を定めるものとする。  

補装具の種目、受託報酬の額等に関する  

基準  

（児童福祉法）  

補装具の種目、受託報酬の額等に関する  

基準  

（身体障害者福祉法）  

補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額  

の算定等に関する基準  

（障害者自立支援法）  

2 補装具の種目の変更  

（1）現行の身体障害者及び身体障害児に対して交付又は修理の対象としてい  

る補装具の種目のうち、次に掲げるものを廃止する。  

ア 色めがね（種目名「眼鏡」のうち、名称「色めがね」の項目）  

イ 点字器  

り 人工喉頭  

工 頭部保護帽  

オ 収尿器  

カ ストマ用装具  

キ つえ（種目名「歩行補助つえ」のうち、名称「つえ」の項目）   

（2）新たな補装具の種目として、次に掲げるものを加える。  

ア 重度障害者用意思伝達装置  
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3 補装具の購入又は修理に要する費用の額等に関する基準  

（1）重度障害者用意思伝達装置の購入及び修理に要する費用の額等に関す  

る基準は以下のとおりとする。  

重度障害者用意思伝達装置  

1購入基準  

基本構造   付属品   価格（円）  耐用年数   備 考   

ソフトウェアが  

れた専用のパソ  

プリンタで構成  

ソフトウェ  の、もしくは生f  

アが組み込  の血液量等）を  

プリンタ   450，000   5年  「はい・いいえ  
まれた専用  するものである  

パソコン  の他障害に応じ  

を修理基準の中  

て加算すること  

こと。   

種 目   名 称   

重度障害者  

用意思伝達   

装置   

雪組み込  

コン及び  

されたも  

利用して  

」を判定  

こと。そ  
た付属品  

から加え  

ができる  

2修理基準  

種目   型式   修 理 部 位   価格（円）   備   

本体修理   50，000   

固定台（ア⊥ム式又はテーブル置き式）  
30，000  

交換  

入力装置固定具交換  30，000  

呼び鈴交換   20．000  

呼び鈴分岐装置交換   20，000  

接点式入力装置（スイッチ）交換  10，000  

触れる操作  

重度障害  
可能なタッ  

着用意思  
ントローラ  

伝達装置  帯電武人力装置（スイッチ）交換  なタッチ式  

10，000円、  

先端部は6，  

ること。  

筋電武人力装置（スイッチ）交換  80，000  

光電式入力装置（スイッチ）交換   50，000  

呼気式（吸気式）入力装置（スイッチ）交  
35．000  

換  

圧電素子式入力装置（スイッチ）交換  38，000   

で信号入力が  

チセンサーコ  

ー。別途必要  

入力装置は  

ピンタッチ式  

300円加算す   
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（2）現行制度において報酬基準の定めのない幸いす及び電動車いす用付属  

品等について、以下のとおり、新たに修理基準及び購入基準を定める。   

幸いす及び電動車いす用等付属品  

・修理基準  

型 式   修 理 部 位   価格（円）   備 考  

マグネット付き石突交換   500  

ステッキホルダー（杖たて）交換   3，000  

泥よけ交換   8，000  

エアーキャスター交換   12，000  

転倒防止用装置交換   6，000  

滑り止めハンドリム交換   12，000  

キャリバーブレーキ交換   15．000  

フットブレーキ（介助者用）交換   10，000  

携帯用会話補助装置搭載台交換   30，000  

酸素ボンベ固定装置交換   13．000  

人工呼吸器搭載台交換   25．000  

栄養パック取り付け用ガートル架交換   9．000  

点滴ポール交換   9，000  

ステッキホルダー（杖たて）交換   3，000  

転倒防止用装置交換   6，000  

クライマーセット（段差乗り越え補助装置）交換   18，200  

フロントサブホイール（溝・脱輪防止装置）交換   11，800  

携帯用会話補助装置搭載台交換   30．000  

酸素ボンベ固定装置交換   13，000  

人工呼吸器搭載台交換   25，000  

栄養パック取り付け用ガートル架交換   9，000  

点滴ポール交換   9，000  

凍結路面用滑り止め（非ゴム系）交換   1，000  

盲人安全つえ  

車いす  

電動  

車いす  

歩行補助つえ  

・購入基準  

名 称   基本構造   付属品   価格（円）  耐用年数   

プラツト  
カナディア  

ホーム杖  
ン・クラッチ  18，000  4年   

に準ずる。   
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や．補装具費支給事務取扱指針（案）について   

補装具の事務取扱に関する指針については、平成12年3月31日障第  

290号厚生労働省社会■援護局障害保健福祉部長通知「補装具給付事務  

の取扱いに関する指針について」の別紙「補装具給付事務取扱指針」によ  

り取り扱っているところであるが、今般、同指針を廃止し、別紙1のとお  

り通知する予定である。  

1．現行の事務取扱指針との主な変更点   

（1）補装具給付から補装具貴女給に変更したことに伴う規定の整理  

・原則、償還払いとしたこと  

・代理受領方式を可能としたこと  

・市町村と補装具業者との委託契約に関する事項を削除したこと  

・利用者と補装具業者との契約に関する 

（2）基準外補装具を特例補装具に名称変更   

（3）一括交付等の取扱い規定の削除   

2．事務取扱指針の構成は以下のとおり。   

第1 基本的事項  

1 補装具責支給の目的について  

2 関係各法に基づく補装具費支給との適用関係について  

3 都道府県等の役割について  

第2 具体的事項  

1補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基  

準の運用について  

2 補装具貴支給に係る事務処理について  

3 支給決定の時期等について  

4 関係帳簿について  

5 代理受領について   

3．様式例について（別紙2）  
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（別紙1）  

（案）  

補装具費支給事務取扱指針  

第1 基本的事項  

1 補装具費支給の目的について  

（1）補装具は、身体障害者及び身体障害児（以下「身体障害者・凪」という。）の   

失われた身体機能を補完又は代替する用具であり、身体障害者の職業その他日常   

生活の能率の向上を図ることを目的として、また、身体障害児については、将来、   

社会人として独立自活するための素地を育成・助長すること等を目的として使用   

されるものであり、市町村は、補装具を必要とする身体障害者・児に対し、補装  

具費の支給を行うものである。  

このため、市町村は、補装具費の支給に当たり、医師、理学療法士、作業療法   

士、身体障害者福祉司等の専門職員及び補装具の製作又は販売を行う業者「以下   

「補装具業者」という。）との連携を図りながら、身体障害者・児の身体の状況、   

性別、年齢、職業、教育、生活環境等の諸条件を考慮して行うものとする。  

なお、その際、身体障害児については、心身の発育過程の特殊性を十分考慮す  

る必要があること。  

（2）補装具を必要とする身体障害者・児及び現に装着又は装用（以下「装着等」と   

いう。）している身体障害者・児の状況を常に的確に把握し、 装着等状況の観察、   

装着等訓練の指導等の計画的な支援を積極的に行うこと。  

2 関係各法に基づく補装具給付との適用関係について  

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）以外の関係各法の規定に基づ   

き補装具の給付等が受けられる者については、当該関係各法に基づく給付等を優   

先して受けるよう取り扱うものであること。  

3 都道府県等の役割について  

（1）都道府県  

各都道府県は、補装具費支給制度の運用に当たり、市町村間の連絡調整、市  

町村に対する情報提供その他必要な援助を行うとともに、各市町村の区域を超  

えた広域的な見地から実状の把握に努めること。  

また、市町村の支援の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、  

市町村に対し、必要な助言を行うものとすること。  

さらに、身体障害者福祉法第9条第5項に定める身体障害者更生相談所（以  

下「更生相談所」という。）が、補装具費支給制度の技術的中枢機関としての  

業務が遂行できるよう、必要な体制の整備に努めること。  
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（2）更生相談所  

更生相談所は、補装具費支給制度における技術的中枢機関及び市町村等の支  

援機関として、補装具の専門的な直接判定の他に、市町村への技術的支援、補  

装具費支給意見書を作成する医師に対する指導、補装具業者に対する指導及び  

障害者自立支援法施行令第1条第1項に定める医療を行う機関（以下「指定自  

立支援医療機関」という。）並びに児童福祉法第18条の3第3項の規定に基  

づく療育の指導等を実施する保健所（以下「保健所」という。）に対する技術  

的助言等を行うこと。  

また、市町村担当職員、補装具費支給意見書を作成する医師及び補装具業者  

を育成等する観点から、研修等を実施することが望ましいこと。  

さらに、新しい製作方法又は新しい素材等、補装具に関する新しい情報の把  

握に努めるとともに、市町村及び補装具業者と情報の共有を図ること。  

なお、障害者等が自費で補装具の購入又は修理を行う場合（本人又は世帯員  

のうち市町村民税所得割の最多納税者の納税額が50万円以上の場合を含む）  

についても、適切な補装具の購入又は修理を行うことができるよう、身体障害  

者福祉法第10条に定める補装具の処方及び適合判定を行うこと。  

（3）市町村  

市町村は、補装具費支給制度の実施主体として、補装具費の支給申請に対し  

て適切に対応できるよう、補装具の種目、名称、型式及び基本構造等について  

十分に把握するとともに、申請者が適切な補装具業者を選定するに当たって必  

要となる情報の提供に努めること。  

情報提供する際には、補装具業者の経歴や実績等を勘案し、安定的かつ継続  

的に給付の実施が可能であるか等について十分に検討の上行う必要があるこ  

と。  

特に、義肢及び装具に係る補装具業者の選定に当たっては、特殊な義足ソケ  

ットの採型等については複数の義肢装具士が必要なことから、複数の義肢装具  

士を配置していることが望ましいこと。  

また、補装具業者の選定に当たっては、福祉用具の研究開発及び普及の促進  

に関する法律（平成五年法律第三十八号）第七条第一項の規定に基づき指定を受  

けた指定法人（（財）テクノエイド協会）が提供している情報（ホームページ  

等）を活用することが考えられること。  

さらに、新しい製作方法又は新しい素材等、補装具に関する新しい情報の把  

握に努めるとともに、更生相談所及び補装具業者と情報の共有を図ること。  

なお、障害者等が自費で補装具の購入又は修理を行う場合（本人又は世帯員  

のうち市町村民税所得割の最多納税者の納税額が50万円以上の場合を含む）  

についても、適切な補装具の購入又は修理を行うために更生相談所等の意見を  

聴く必要がある場合には、当該障害者等に更生相談所等を紹介するなどの調整  

等を行うこと。  
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第2 具体的事項  

1 補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準の運用につ  

いて  

（1）購入又は修理に要する費用の額及び消費税の取扱い等について  

補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準（平成   

18年厚生労働省告示第00号。以下「告示」という。）の別表に定める価格は、  

別表の主材料、工作法又は基本構造、付属品等によった場合における上限の価  

格として定められているものであり、支給決定に当たっては、各種目における  

型式等の機能の相違及び特性等を勘案のうえ、画一的な額の決定を行うことの  

ないよう留意する必要があること。  

なお、消費税法施行令第14条の4の規定に基づき厚生労働大臣が指定する  

身体障害者用物品及びその修理を定める件（平成3年厚生省告示第130号）  

に基づいて消費税が課税されない物品に係る補装具費の支給については、補装  

具業者が材料仕入時に負担した消費税相当分を考慮し、別表の価格の100分  

の103に相当する額をもって、購入又は修理に要する費用の額の上限として  

いるものである。  

また、消費税が課税される物品に係る補装具費の支給については、別表の価  

格の100分の105に相当する額をもって、購入又は修理に要する費用の額  

の上限としているものである。  

（2）特例補装具費の支給について  

身体障害者・児の障害の現症、生活環境その他真にやむを得ない事情により、  

告示に定められた補装具の種目に該当するものであって、別表に定める名称、  

型式、基本構造等によることができない補装具（以下「特例補装具」という。）  

りとすること。  

ア 特例補装具費の支給の必要性及び当該補装具の購入又は修理に要する費用  

の額等については、更生相談所又は指定自立支援医療機関若しくは保健所  

（以下「更生相談所等」という。）の判定又は意見に基づき市町村が決定す  

るものとする。  

イ なお、身体障害児に係る特例補装具費の支給に当たっては、市町村は必要   

に応じ、補装具の構造、機能等に関する技術的助言を更生相談所に求めるも   

のとする。  

（3）国等が設置する補装具製作施設と契約する場合の購入又は修理に要する費用の  

額について  

購入又は修理に要する費用の額を告示本文第○項又は第○項に掲げる額の1  

00分の95に相当する額とするものは、国、地方公共団体、日本赤十字社、  
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社会福祉法人又は民法（明治29年法律第89号）第34条の規定により設立  

された法人の設置する補装具製作施設が自ら製作した補装具（完成用部品に係  

る部分を除く。）についてのみ適用されるものであって、当該施設が民間業者  

の製作した補装具をあっせん又は取次販売する場合には適用されないこと。   

（4）補装具費の支給対象となる補装具の個数について  

補装具費の支給対象となる補装具の個数は、原則として1種目につき1個で  

あるが、身体障害者・児の障害の状況を勘案し、職業又は教育上等特に必要と  

認めた場合は、2個とすることができること。  

この場合、当該種目について医学的判定を要しないと認める場合を除き、更  

生相談所等に助言を求めること。  

（5）耐用年数の取扱いについて  

耐用年数は、通常の装着等状態において当該補装具が修理不能となるまでの  

予想年数が示されたものであり、補装具費の支給を受けた者の作業の種類又は  

障害の状況等によっては、その実耐用年数には相当の長短が予想されるので、  

再支給の際には実情に沿うよう十分配慮すること。  

なお、災害等本人の責任に拠らない事情により亡失・毀損した場合は、新た  

に必要と認める補装具費を支給することができること。  

また、骨格構造義肢については、必要に応じて部品の交換を行うことにより  

長期間の使用が可能であることから、耐用年数を規定していないところである  

が、部品の交換のみによっては、その後の適正な使用が真に困難な場合又は部  

品の交換によることよりも再支給を行うことの方が真に合理的・効果的である  

と認められる場合にあっては、再支給を行って差し支えないこと。  

（6）修理基準に規定されていない修理の取扱いについて  

修理基準の種目欄、名称欄、型式欄又は修理部位欄に定められていないもの  

に係る修理が必要な場合には、他の類似種目の修理部位等を参考とし、又はそ  

れらの個々について原価計算による見積り若しくは市場価格に基づく適正な額  

で修理に要する費用として支給することができること。  

（7）差額自己負担の取扱いについて  

補装具費支給の必要性を認める補装具について、その種目、名称、型式、基  

本構造等は支給要件を満たすものであるが、使用者本人が希望するデザイン、  

素材等を選択することにより基準額を超えるこ■ととなる場合は、当該名称の補  

装具に係る基準額との差額を本人が負担することとして支給の対象とすること  

は、差し支えないこと。  

（8）介護保険による福祉用具貸与との適用関係について  

65歳以上（介護保険法（平成9年法律第123号）第7条第3項第2号に  
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規定する特定疾病により、同条第1項に規定する要介護状態（以下「要介護状  

態」という。）又は同条第2項に規定する要介護状態となるおそれがある状態  

（以下「要支援状態」という。）に該当する者については、40歳以上65歳  

未満）の身体障害者であって要介護状態又は要支援状態に該当するものが、介  

護保険の福祉用具と共通する補装具を希望する場合には、介護保険による福祉  

用具の貸与が優先するため、原則として、本制度においては補装具費の支給を  

しない。   

ただし、オーダーメイド等により個別に製作する必要があると判断される看  

である場合には、更生相談所の判定等に基づき、本制度により補装具費を支給  

して差し支えないこと。  

2 補装具費支給に係る事務処理について  

（1）支給の申請及び判定  

① 身体障害者の補装具費支給   

ア 申請の受付  

市町村は、身体障害者から障害者自立支援法施行規則（平成18年厚生労働  

省令第19号。以下「規則」という。）第○条に基づく補装具費支給申請書（本  

事務取扱指針の別添様式例（以下「様式例」という。）第1号）の提出を受け、  

補装具費の支給に係る申請を受付けた場合には、様式例第2号の調査書を作成  

すること。  

イ 更生相談所による判定  

当該申請が、義肢、装具、座位保持装置、補聴器、車いす（オーダーメイド）、  

電動車いす及び重度障害者用意思伝達装置の新規交付に係るものであるときに  

は、更生相談所に対し、補装具費支給の要否について、様式例第3号の判定依  

頼書による判定依頼をするとともに、様式例第4号の判定通知書を身体障害者  

に送付すること。  

判定依頼を受けた更生相談所は、申請があった身体障害者について、  

（ア）義肢、装具、座位保持装置及び電動車いすに係る申請の場合は、申請  

者の来所により、  

（イ）補聴器、車いす（オーダーメイド）及び重度障害者用意思伝達装置に  

係る申請で、補装具費支給申請書等により判定できる場合は、当該申請  

書等により、   

医学的判定を行い、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号。）   

別表第1号（別添様式1）の判定書により、判定結果を市町村に送付する。こ   

の場合、判定書には様式例第5号の補装具処方箋を添付することができる。  

これらの種目については、再支給（軽微なものを除く。）に際しても、障害   

状況に変化のある場合、身体障害者本人が処方内容の変更を希望する場合、又   

は、それまで使用していた補装具から性能等が変更されている場合等は、同様   

の判定を行うこと。  
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ウ 更生相談所は、新規申請者に係る判定を行うときは、できる限り切断その他の   

医療措置を行った医師と緊密な連絡を取り判定に慎重を期すること。  

エ 更生相談所の長は、補装具費の支給判定を行うに当たって、更生相談所に専任   

の医師又は適切な検査設備の置かれていないときは、身障法第15条第1項に基   

づく指定医又は障害者自立支援法施行令第1条第2項に基づく医療を行う機関に   

おいて当該医療を主として担当する医師であって、所属医学会において認定され   

ている専門医（平成14年厚生労働省告示第159号で定める基準を満たすもの   

として、厚生労働大臣に届け出を行った団体に所属し、当該団体から医師の専門  

I  性に関する認定を受けた医師）に医学的判定を委嘱すること。  

オ 市町村による決定  

当該申請が、義眼、眼鏡（矯正眼鏡、遮光眼鏡、コンタクトレンズ、弱視眼  

鏡）、車いす（レディメイド）、歩行器、盲人安全つえ及び歩行補助つえ（一  

本つえを除く）に係るものであって、補装具費支給申請書等により判断できる   

場合は、更生相談所の判定を要せず、市町村が決定して差し支えないこと。  

なお、身体障害者福祉法第15条第4項の規定に基づき交付を受けた身体障   

害者手帳によって当該申請に係る障害者が補装具の購入又は修理を必要とする   

者であることを確認することができるときは、補装具費支給意見書を省略させ  

ることができること。  

カ 補装具費支給意見書の作成について  

補装具費支給申請書等により更生相談所が判定又は市町村が判断のうえ決定   

する場合は、具体的には、医師が作成する様式例第6号の補装具費支給意見書  

により判定することとなる。  

なお、補装具費支給意見書を作成する医師は、それぞれ、以下の要件を満た  

す者とする。   

（ア） 補装具費支給意見書により更生相談所が判定する場合のこれを作成する  

医師は、エの要件を満たす専門医又は国立身体障害者リハビリテーション  

センター学院において実施している補装具関係の適合判定医師研修会を修  

了している医師であること。   

（イ） 補装具費支給意見書により市町村が判断のうえ決定する場合のこれを作  

成する医師は、エ又はカの（ア）と同等と認められる医師であること。  

キ 更生相談所の長は、重度の障害を持つ者又は遠隔地に住む者等の利便を考慮す   

る必要があるときは、エ又はカの（ア）と同等と認められる医師に医学的判定を委   

嘱することができる。  

ク 申請者が、補装具費支給意見書を提出することに代えて、更生相談所において  
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判定を受けることを希望する場合は、更生相談所において判定を行うこと。  

② 身体障害児の補装具費支給  

市町村は、身体障害児の保護者から様式例第6号の補装具費支給意見書を添   

付した様式例第1号の補装具費支給申請書の提出を受け、補装具費の支給に係  

る申請を受付た場合には、様式例第2号の調査書を作成する。  

なお、身体障害者福祉法第15条第4項の規定に基づき交付を受けた身体障  

害者手帳によって当該申請に係る障害児が補装具の購入又は修理を必要とする   

看であることを確認することができるときは、補装具費支給意見書を省略させ  

ることができること。  

補装具費支給意見書は、原則として指定自立支援医療機関又は保健所の医師  
の作成したものであること。  

また、市町村における支給の決定に際し、補装具の構造、機能等に関するこ  

とで技術的な助言を必要とする場合には、更生相談所に助言を求めること。  

さらに、身体障害児に係る意見書及び補装具処方箋の様式は、①のイの様式  

に準じること。  

（2）支給の決定等  

市町村は、（1）により補装具費の支給を決定したときは、申請者に対し、速や  

かに、様式例第7号の補装具費支給決定通知書及び様式例第8号の補装具費支給  

券を交付すること。  

また、その申請を却下することの決定をしたときは、様式例第9号の却下決定   

通知書により、理由を附して申請者に交付すること。  

（3）契約  

補装具費支給決定通知書の交付を受けた障害者又は障害児の保護者（以下、「補   

装具費支給対象障害者等」という。）は、補装具業者に補装具費支給券を提示し、   

契約を結んだうえで、補装具の購入又は修理を行うこと。  

（4）採型、仮合せ  

義肢、装具及び座位保持装置の採型及び仮合せは、（1）に準じて専門医の指導の  

もとに実施すること。  

（5）適合判定   

ア 補装具費の支給に当たっては、以下により適合判定を実施すること。  

（ア）申請者の来所による更生相談所の判定に基づき市町村が決定するもの  

更生相談所が適合判定を行い、市町村は適合判定が行われたことを確認  

する。  

（イ）補装具費支給意見書による更生相談所の判定に基づき市町村が決定するも  
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の  

補装具費支給意見書を作成した医師が適合判定を行い、更生相談所は適   

合判定が適切に行われたことを確認する。最終的に、市町村は医師及び更  

生相談所による適合判定が行われたことを確認する。  

（ウ）補装具費支給意見書により市町村が判断のうえ決定するもの  

補装具費支給意見書を作成した医師が適合判定を行い、市町村は適合判  

定が適切に行われたことを確認する。  

（エ）身体障害者手帳等により補装具の購入又は修理を必要とする者であること  

を確認することができるもの  

市町村が確認する。   

なお、指定自立支援医療機関又は保健所の医師が作成した補装具費支給意見書   

により市町村が決定する補装具費の支給に当たっては、指定自立支援医療機関又   

は保健所の医師は、必要に応じて更生相談所に助言を求めながら、適合判定を行   

うこと。   

イ 適合判定を行う際は、補装具費の支給を受ける者、医師、理学療法士、作業療   

法士、義肢装具士、補装具業者、補装具担当職員及び身体障害者福祉司等の関係   

者の立会いのもとに実施すること。   

り 義肢、装具及び座位保持装置の適合判定は、軸位及び切断端とソケットとの適   

合状況、又は固定、免荷、矯正等装具装着の目的に対する適合状況、安定した姿   

勢の保持状況、さらに使用材料、工作法、操作法の確実性について検査し、併せ   

て外観、重量及び耐久力について考慮すること。   

ェ 義肢、装具及び座位保持装置以外の種目についても、ウに準じて検討し、当該   

補装具が申請書の使用目的に照らし、適合しているかどうかを判定すること。   

オ 適合判定の結果、当該補装具が申請者に適合しないと認められた場合、処方箋   

どおりに製作されていないと判断された場合等については、補装具業者に対し不   

備な箇所の改善を指示し、改善がなされた後に補装具の引渡しを行わせること。  

（6）補装具費の支給手順について   

ア 補装具の購入又は修理に要した費用の支払い  

補装具費支給対象障害者等は、補装具の引渡しを受けた場合は、補装具業者  

に補装具の購入又は修理に要した費用を支払うこと。  

イ 補装具費の支払い   

市町村は、補装具費支給対象障害者等から、補装具費の請求があった場合は、   

補装具費の支払いを行うこと。  
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ウ 端数の取扱い  

補装具費及び利用者負担額について、 l円未満の端数が生じた場合は、切り   

捨てるものとすること。  

（7）装着訓練及び実地観察   

ア 市町村は、更生相談所等と連携して、随時、装着訓練に必要な計画を立て実施   

すること。  

イ 装着訓練に際しては、補装具の装着について熟達した者をモデルとして専門医   

指導のもとに実施指導を行うことが効果的であるので、実施に当たっては留意さ   

れたいこと。  

ウ 市町村は、補装具費を支給した補装具について常に補装具担当職員、身体障害   

者福祉司等にその装用状況を観察させ、装着訓練を必要とする者を発見した場合   

は、速やかに適切な訓練を施すよう留意すること。  

3 支給決定の時期等について  

補装具費支給事務及び給付の迅速化を図るため、補装具費支給決定通知書及び   

補装具費支給券又は却下決定通知書の発行等については、次のとおり取扱うこと。  

（1）市町村は、原則として申請書の提出があった日の翌日から起算して2週間以内  

に要否を決定するなど、支給事務に係る標準処理期間を定めることとし、その迅   

速な対応に努めるとともに、速やかに補装具費支給決定通知書及び補装具費支給   

券又は却下決定通知書を発行し、申請者に交付すること。  

4 関係帳簿について  

市町村は、補装具費の支給に当たって、様式例第10号による補装具費支給決   

定簿を備え、必要な事項を記載しておくこと。  

5 代理受領について  

補装具費の支給手順については、原則として2の（6）の取扱いによることと   

なるが、補装具費支給対象障害者等の利便を考慮し、代理受領方式によることが  

できること。  

（1）代理受領の前提条件  

代理受領による補装具費の支払を行う場合には、次の取扱いによることが望  

ましい土と。   

ア 禰装具費支給対象障害者等が希望する補装具業者と、市町村との間で代理受  

領について、契約等に基づき合意していること。  

なお、補装具業者と契約等により取り決めを行う場合には、次の事項を盛り  
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こむことが望ましいこと。   

・補装具業者は、補装具費支給券に記載されている利用者負担額を受領し、  

補装具費の請求の際には、利用者負担額を受領したことを証する書類を添  

付すること。   

・引渡し後、災害等による毀損、本人の過失による破損、生理的又は病理  

的変化により生じた不適合、目的外使用若しくは取扱不良等めために生じ  

た破損又は不適合を除き、引渡し後9カ月以内に生じた破損又は不適合は、  

補装具業者の責任において改善すること。  

ただし、修理基準に定める調整若しくは小部品の交換又は1の（6）に基づ  

いた修理のうち軽微なものについて、補装具業者の責任において改善する  

こととするものは、修理した部位について修理後3カ月以内に生じた不適  

合等（上記災害等により免責となる事由を除く。）であること。  

イ 補装具費支給対象障害者等が、補装具業者に代理受領の委任をしていること。  

（2）補装具費の支給手順   

ア■ 補装具費支給対象障害者等は補装具の購入又は修理に係る契約を業者とする  

際、補装具費支給券を補装具業者に提出すること。  

イ 補装具業者は、補装具の引渡しの際には、補装具費支給対象障害者等から利   

用者負担額についての支払いを受け、領収書を発行すること。ただし、利用者   

負担額が0円と認定された補装具費支給対象障害者等については、領収書の発   

行を要しないこと。  

ウ 補装具業者は、代理受領に係る補装具費請求書に、代理受領に対する委任状   

及び補装具費支給券を添えて、市町村に提出すること。  

エ 市町村は、補装具業者から、ウに掲げる請求書等の提出があった場合は、審   

査のうえ、支払いを行うこと。  
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（別添様式例第1号）  

（別紙2－1）  

補装具費（購入・修理）支給申請書   
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